
・本日の「2026年春季労使交渉にあたってのご要請」について、速やかに、会員各社にその

趣旨を説明し、誠意をもって対応するよう依頼します。 

 

・現下の経済情勢、先行きの見通しについてです。 

 世界経済については、底堅く推移しているが、先行きについては各地での地政学的な緊張

の高まりや、エネルギー・原材料価格の高騰、更には、トランプ政権の通商政策など、多く

の変動要因があり、成長に悪影響を及ぼす恐れがある。日本国内では、全国的な経済状況に

ついては、緩やかに持ち直してきているが業種によってバラつきが見られ、また、中小企業

が多い地方においては、経済成長力が劣る状況は否めない。 

 ２月１２日に日本銀行高松支店発表の香川県金融経済概況では「県内の景気は 持ち直し

ている」、「企業の生産は、横這い圏内の動き」と報告されており、全国の動向と大きな差異

はない。しかしながら、

 

 帝国データバンクの報告では、2025年の四国４県の倒産件数は213件で、2012 年の209件

以来13年ぶりに200件を上回った。前年比較では9.2％増で、全国の中でも最も増加率が高く

なっている。香川県内の倒産件数は60件、負債総額は63億円と、いずれも２年ぶりに増加し

ている。その主因は、物価高と価格転嫁の遅れやゼロゼロ融資の返済焦げ付き、人手不足な

どの影響とされており、今年も中小・零細企業を中心に、倒産件数の増加が見込まれ、非常

に厳しい状況と報告されている。 

 

・さて、こうした経営環境下での春季労使交渉の幕開けとなる。 

 経団連の集計による昨年の賃金引上げ率は大手企業で5.38％であり、２年連続で５％超、

中小企業でも、引上げ率4.35％となっている。 

 

 こうした環境変化等を認識しつつ、



 

・最後に、経営環境は、日々変化し続けており、労使が直面する課題も多様化し てきてい

る。その中でも、人口減少による地方の活力低下、これが一番大きい課題ではないか。少子

高齢化の進展、都市圏への若者の流出等による人手不足の解消のためにも、「活力ある企業

」「働いてみたくなる企業」「住んでみたくなる香川県」を目指さなければならない。私ども

と、連合香川さまとの立場の違いはあるが、「人への投資」を重要視する認識は、共通のも

のと思っている。 

 労使が一体となって、働き方改革、人への投資、生産性の向上などを通じ、企業の成長、

地域経済の成長、ひいては人口減少幅の抑制に繋げていくことが、今地域から求められてい

るのではないかと思っている。 

 

 引き続いての、深いご理解と力強いご協力を、よろしくお願い申し上げる。 

 

 

 


